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ダンピング受注防止対策等のための入札・契約制度の改正等について 

 

 京都市では，「はばたけ未来へ！ 京プラン」実施計画に基づき，市内中小企業の受

注機会の拡大とダンピング受注防止対策等のための入札制度の抜本的改革・運用改善

を行っています。 

このたび，徹底したダンピング受注防止対策等を講じるため，下記のとおり，工事

及び工事関連の業務委託の入札・契約制度を改正するとともに，市内中小企業の受注

機会の更なる拡大を促進するため，ホームページで協力を呼びかけます。 

なお，１～５の入札・契約制度の改正は，本年６月１日入札公告分から実施します。 

 

記 

 

１ 工事における最低制限価格の事後公表の適用範囲の拡大 

最低制限価格（※１）の事後公表について，その適用範囲を予定価格５，０００万

円超の工事にまで拡大します。 

◆最低制限価格の事後公表の適用範囲 

予定価格１億円超の工事（事後公表） ⇒ 予定価格 5,000 万円超の工事（事後公表） 

予定価格１億円以下の工事（事前公表） ⇒ 予定価格 5,000 万円以下の工事（事前公表） 

 

２ 工事における最低制限価格及び低入札調査基準価格の範囲の改正 

最低制限価格及び低入札調査基準価格（※２）の範囲の下限及び上限を引き上げます。 

◆最低制限価格及び低入札調査基準価格の範囲 

予定価格の７０％～９０％ ⇒ 予定価格の７５％～９２％ 

 

 

 

 



 

 

予定価格の３分の２ ⇒ 

３ 工事における最低制限価格及び低入札調査基準価格のランダム係数の改正 
最低制限価格及び低入札調査基準価格に乗じているランダム係数について，最低

制限価格等の算定の適正化を図るとともに，ダンピング受注防止対策を強化するた
め，その範囲を縮小し，１から１．０１までとします。 

◆最低制限価格及び低入札調査基準価格のランダム係数 

０．９９～１．０１の範囲において      １～１．０１の範囲において 

０．００１単位で無作為抽出した値      ０．００１単位で無作為抽出した値 

 
４ 工事関連の業務委託における最低制限価格の積算基準の改正 

測量，建築設計，設備設計，土木設計，地質調査，補償調査の業務委託の最低制
限価格の積算基準を国基準（国が行う業務委託における低入札価格調査基準価格
の基準）に準拠するよう改正します。 
◆業務委託における最低制限価格の積算基準 

 算定基準 範囲 

測量 

① 直接測量費 

②測量調査費   

③諸経費の４０％   

予定価格の 

３分の２ 

～８０％ 

建築設計 
 

設備設計 
（建築関係） 

①直接人件費 

②特別経費   

③技術料等経費の６０％   

④諸経費の６０％ 

予定価格の 

３分の２ 

～８０％ 

 
土木設計 

 
設備設計 
（土木関係） 

①直接人件費 

②直接経費   

③その他原価の９０％   

④一般管理費等の３０％ 

予定価格の 

３分の２ 

～８０％ 

地質調査 

①直接調査費 

②間接調査費の９０％   

③解析等調査業務費の７５％   

④諸経費の４０％ 

予定価格の 

３分の２ 

～８５％ 

補償調査 

①直接人件費 

②直接経費   

③その他原価の９０％   

④一般管理費等の３０％ 

予定価格の 

３分の２ 

～８０％ 

その他 予定価格の３分の２ 
 

 
５ 工事における社会保険加入の入札参加条件化 
工事の入札において，社会保険（健康保険，厚生年金保険及び雇用保険）の加

入を入札参加条件とします。 

 ⇒ 

合計額×１．０８ 

合計額 
×１．０８ 

合計額 
×１．０８ 

合計額 
×１．０８ 

合計額 
×１．０８ 



 

 

６ 市内中小企業の受注機会の拡大の促進 

京都市のホームページ（京都市情報館）で，市内中小企業への発注に関する本

市の方針を掲載し，協力を呼び掛けるとともに，市内中小企業の受注機会の拡大

についての本市の取組を紹介します。 

 

 
 
※１ 最低制限価格 

落札価格の最低限度の基準となる価格。入札金額が最低制限価格を下回った場合はそ
の入札者は失格となるため，最低制限価格は契約の下限額となる。 

 

※２ 低入札調査基準価格 
  入札金額があらかじめ設定した価格を下回った場合に，その入札者が適正に履行でき
るかどうかを調査する基準となる価格。 

この調査に基づき，その入札者を落札者とするかどうかを判断する。 

 


